
１．はじめに

図書館は，利用者が，図書館で何を読むかや，図書

館のコンピュータでいかなる情報にアクセスするかに

関知しない。こうした読書の自由を含む表現の自由は，

民主主義の基礎といえる。他方で，図書館は，利用者

が明白な法律違反行為を行う場合には，当然通報義務

を負う。

2001年９月11日の同時多発テロ事件から２か月足ら

ずで制定された米国愛国者法（USA PATRIOT ACT,

Pub.L.No.107-56.，以下，「愛国者法」という）は，

これまでの図書館の捜査協力義務を大幅に拡大した。

この拡大により，図書館は，捜査協力義務と表現の自

由の保護との間で，一層難しい舵取りを迫られている。

２．図書館に影響を与える愛国者法の主要規定

図書館に関わる愛国者法の規定として議論の焦点と

なっているのは，同法215条である。この条は，1978

年外国諜報監視法（Foreign Intelligence Surveillance

Act of 1978, 以下，FISAという。）の501条から503

条を削除し，新たに501条および502条を定める。この

うち，特に501条のａ項およびｂ項が問題とされる。

新しい501条ａ項は，「連邦捜査局長又は同局長が指

名した者（特定代理人補佐レベル以上）は，合衆国の

人が関係しない外国諜報情報を取得し，又は，国際テ

ロリズム若しくは秘密諜報活動の防止を目的とする捜

査のために，有形物（帳簿，記録類，書類，資料その

他の物品を含む。）の作成を求める命令を請求するこ

とができる」と定める。この「有形物」には，図書館

の利用者記録，貸借記録，コンピュータ利用ログ，検

索ログ等が含まれると解されている。

愛国者法215条は，上記501条を新設することで，図

書館が保有する業務記録をFISAの適用下に置く。し

かし，図書館が保有する業務記録は，必要な場合には，

通常の犯罪捜査手続きに則り，捜査令状や大陪審の罰

則付召喚令状により押収されうる。それでは，なぜ，

図書館が保有する業務記録を，FISAの適用下に置く

のか。それは，FISAが，外国人のテロ活動等を主な

捜査対象とするために，米国民に対する捜査であれば

科される制約が緩和されるためである。FISAは，そ

れに基づく捜査に対する許可命令等を発する特別裁判

所を設置する。この裁判所の審理や発せられた命令は

原則非公開であるため，FISAの適用下に置かれるこ

とで，通常の犯罪捜査よりも捜査の秘密性が高まるの

である。

また，FISA501条ｂ項は，「何人も，連邦捜査局が

この条に基づき有形物を捜索し，又は取得したことを

他の者（この条に基づく有形物の作成に必要な者は除

く。）に漏らしてはならない。」と定める。そのため，

図書館関係者は，この条の問題を議論するための前提

となる，この条に基づく捜査の有無さえも把握できな

い状態に置かれることになる。

愛国者法215条は，2005年12月31日までの時限規定

とされている（愛国者法224条）。

３．主要規定の図書館にとっての意味

これらの規定について，図書館として特に注目すべ

き点は，次の二点である。

第一は，議会が，連邦捜査局（FBI）に対し，図書

館の業務記録をFISAに基づき捜査する道を開いた点

である。これまでも，FBIが，図書館における利用者

の行動を把握しようとする動きをみせたことはある。

よく知られているのは，冷戦中に行われていた図書館

覚醒プログラム（Library Awareness Program）で

ある。これは，FBIが，国家安全保障上の懸念を引き

起こす可能性のある図書館利用者，特にソ連の科学技

術スパイを発見するためのプログラムであった。FBI

は，知的でリベラルな外国人が多く居住する地域の図

書館の利用記録等を重点的に調査した。多くの場合，

こうしたFBIの行動には，法的根拠がなく，図書館員

の側もそれに従う義務を負っていなかった。それに対

し，愛国者法による今回のFISAの改正は，FBIによ

る図書館の業務記録の調査に法的根拠を与えるもので

ある。このことは，図書館と利用者の関係や図書館の

方針に大きな影響を及ぼす。

第二は，図書館員に，FISAに基づくFBIの捜査が

あったことを口外してはならないとしたことが，図書

館研究のための調査を行いにくくする可能性がある点

である。上述したように，愛国者法の制定は，図書館

政策に大きな影響を及ぼすために，調査の必要性は高

まっている。しかし，口止め規定が存在することによ

り，（1）様々な諜報機関や捜査機関から情報の請求を

受け，どの情報がどの機関により請求されたかを理解

できない図書館員は，口止め規定に違反することを避

けるために，あらゆる情報請求について調査に応じな

い可能性があること，（2）研究者は，調査にあたり，

回答者が愛国者法215条違反に問われないような質問

文を作成しなければならないこと，（3）研究者の所属

する団体が，所属研究者によるこうした調査を嫌うこ

と等の事態が予測される。こうした調査が行いにくく

なることで，結果的に，図書館が愛国者法にいかに対

処すべきかについての政策策定も遅れることが懸念さ

れている。

４．米国図書館協会（ALA）の対処

ALAは，愛国者法の制定過程で，連邦議会に対し，
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図書館に対する影響を減らすための修正案の可決を働

きかけた。これは成功しなかったが，ALAはその後

も，同法の検討およびその結果の公表を行っている

（CA1474参照）。

2002年１月には，図書館員のための愛国者法のガイ

ドラインを公表し，（1）前もって弁護士に相談してお

くこ とや利 用者デー タの収 集方針を 見直すこ と，

（2）捜査官がきたときには弁護士を呼んだうえで対処

すること，（3）捜査官が立ち去った後は弁護士に捜査

についての情報公開の範囲等について相談すべきこと

等を勧告している。また，同年4月には，図書館に関

係する愛国者法の主要規定の解説を公表している。さ

らに，同年6月に公表したQ&Aにおいては，愛国者法

に基づく捜査ができるのはFBIのみであることに注意

を喚起した。2003年１月には，愛国者法および他の定

めが図書館利用者の憲法上の権利を侵害しているとし，

連邦議会にその改正を促す決議を行っている。

５．図書館の対処

愛国者法への公共図書館の対処については，イリノ

イ大学図書館研究センターによる調査が存在する。こ

れは，2002年10月に，5,000人以上の利用者を擁する

5,094館の公共図書館の中から，1,505館の館長を選び，

郵送調査で行われたものである。このうち，906館の

館長（60.2％）から回答を得た。

この調査によれば，図書館資料や館内でのインター

ネットの利用についての方針を変更した館はそれほど

多くない。利用者のインターネット利用規則を変更し

た館は9.7％，テロリストを支援するために用いられ

うる資料を自発的に除籍した館は1.3％にとどまる。

また，愛国者法についてスタッフ等に訓練を行った館

は約６割に及ぶが，同法に即して図書館の方針を変更

した館は１割以下である。

ただ，図書館員が自発的に利用者を監視するといっ

たことはあるようである。利用者が返却した資料に以

前より注意を払うようになった館は8.5％，テロ関連

で捜査官に自発的に情報を提供した館は4.1％である。

なお，この調査によれば，連邦の捜査官または州の

捜査官の訪問を受け，記録の提供を求められた館は

10.7％，FBIの訪問を受けた館は3.5％となっているが，

上述の口止め規定が捜査に関するあらゆる回答を控え

させる可能性があるため，実際の訪問数はさらに多い

と考えられている。

この調査とは別に，愛国者法への公共図書館および

学術図書館の対処については，ALAが，フロリダ州

立大学およびシラキュース大学の研究者に委託した調

査が進行中であり，2005年のALA年次大会で成果が

公表される予定である。

６．おわりに

ALAは，愛国者法の危険性について広報に努めて

いるものの，現場の図書館の対応は鈍いように見受け

られる。他方で，司法省は，2003年９月時点において，

愛国者法215条に基づく捜査事例はないことを公表し

ている（E133参照）。

しかし，こうした中でも，ALAは，FISAの規定の

適用対象から図書館の業務記録を除外させるための連

邦議会に対する働きかけを継続しており，第108議会

には，この趣旨の法案が複数提出された。主なものに，

サンダース（Bernard Sanders）議員が提出した下院

法案 （H.R.1157） やボクサー （Barbara Boxer） 議

員が提出した上院法案（S.1158）がある。

これに対して，愛国者法215条を含むいくつかの規

定に設けられた2005年12月31日の期限を削除し，これ

らの規定を恒常化するための法案も複数提出されてい

る（E213参照）。

2005年１月に始まった第109議会においては，この

時限規定の延長を中心とする愛国者法改正をめぐる攻

防が本格化することが予想される。FISA501条の改正

については，ファインゴールド（Russell D. Feingold）

議員がすでに法案（S.317）を提出している。また，新

たに就任したゴンザレス（Alberto R. Gonzales）司法

長官は，愛国者法がこれまでのテロ捜査に役立ってき

たことを認める発言をした。これは，愛国者法の時限

規定の延長を支持する意図であるとみなされている。

今後の動きに注目したい。

（調査及び立法考査局海外立法情報課：中
なか

川
がわ

かおり）
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１．変革の中のGPO

米国政府印刷局 （GPO）は政府刊行物の印刷事業

を担ってきた連邦議会附属機関であり，同時に，全米

の市民に対して無償で政府情報へのアクセスを保証す

る連邦政府刊行物寄託図書館制度（FDLP）を管轄し

てきた存在でもある。

近年，ネットワーク環境の進展に伴い，政府情報の

デジタル化も進んでおり，すでに50％以上の政府情報

がデジタル形式でのみ発行されているともいわれてい

る。こうした中，GPOの印刷事業は苦戦を強いられ

ており，印刷物の部数，売上，収入のいずれも減少を

続けている。そこで，GPOのコンサルティングを続

けてきた米国会計検査院（GAO）は，GPOの事業に

ついて，その軸足をデジタル時代に適応した政府情報

の提供・普及活動 （dissemination） に移すよう促し

ている（E202参照）。

デジタル環境への対応について，GPOは10年以上

前から取り組んでおり，議会資料や法令，主要な政府

刊行物へのアクセスを提供するGPO Access（CA1149

参照）を構築している。GAOもGPO Accessを強化

する形での変革を推奨している。ただ，電子政府構想

の進展に伴い，行政省庁各自のウェブページによる情

報提供も増大しており，GPO Accessを経由しない政

府情報の流通についても無視できない状況となってい

る。また，ネットワーク上の情報が消滅してしまいや

すいことも大きな問題と捉えられている。

２．GPOのデジタル化戦略

2004年に入り，GPOは民間企業から著名な情報技

術の専門家を招き，デジタル情報の取り扱いを軸にし

た事業の再構築を検討してきた。その結果，12月に発

表された将来計画『21世紀への戦略ビジョン』では，

GPOはさらなるデジタル化への転身を図り，政府情

報を主にデジタル形式で作成，収集，管理，保存，提

供していくことが打ち出された。

その中核に考えられているのが，OAIS参照モデル

（CA1489参照）のリポジトリとしてのデジタル・コン

テンツ・システムであり，すでに運用概念（Concept

of Operations）が作成されている。政府情報をデジ

タル形式で収集するところから，コンテンツを管理し，

提供するところまでのトータルシステムとして設計さ

れている。2007年末までに完成させ，実用化する予定

となっている。

コンテンツの管理機能としては，改訂の多いドキュ

メ ン ト の ラ イ フ サ イ ク ル を 管 理 す る 版 の 管 理

（Version Control），ドキュメントがオリジナルであ

ることを担保する真正性の保証（Authentication），

長期保存，アクセス手段の提供などを備える予定であ

る。MARCやメタデータによる書誌コントロールや，

DOI（CA1481参照）による永続的リンキングといった

組織化機能も考えられている。

３．最後の拠り所としてのコレクション

システムを設計する一方，コンテンツの形成・管理

の計画も立てられている。2004年６月に訂正版ドラフ

トが提示されている「最後の拠り所としてのコレクショ

ン（Collection of Last Resort：CLR）」計画である。

CLRは，有形出版物（tangible publications）とデ

ジタルオブジェクト（digital objects）の両方で，過

去の発行物を含めた網羅的な政府情報コレクションを

形成しようという計画で，長期保存とパブリック・ア

クセスの両機能を同時に満たすことを目的としている。

長期保存に関しては，専ら保存することに特化した，

利用 を 前 提 と しな い ダ ー ク ・ アー カ イ ブ （Dark

Archive）をワシントンD.C.に建設し，ひとつの情報

を有形出版物とデジタルオブジェクトの両方で保存す

る。また，FDLP参加館の中から設備面で基準を満た

した寄託図書館をダーク・アーカイブに指定すること

も検討されている。

有形出版物は印刷物のほか，マイクロフィッシュや，

デジタルオブジェクトを納めたCD-ROMなども相当

する。デジタル形式で生産された情報（born digital）

であっても，保存用に有形出版物のコピーが作成され

る。

デジタルオブジェクトは，テキストやHTML，PDF

などに限らず音声資料，映像資料など全てのフォーマッ

トに対応するとしており，またオリジナルのフォーマッ

トとともに保存用あるいはアクセス用のフォーマット

への変換も行われる。収集は，政府諸機関やGPOな

ど作成者に登録してもらうほか，各省庁のウェブサイ

トなどから ハーベス ティング を行ったり ， GPO と

FDLP参加館が協働で紙媒体からデジタル化すること

も考えられている。デジタル化の対象には，これまで
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